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企業集団の状況

　      当社の企業集団（パルコネットワーク）は、当社、子会社 19 社及び関連会社 3 社で構成されており、主な事業

      内容と会社名及び会社数は次のとおりであります。

主な事業内容 会　　　社　　　名 会 社 数
ディベロッパー事業

  ショッピングセンターの

  開発、経営、管理、運営

当　　社

＜子会社＞

PARCO  (SINGAPORE)  PTE  LTD
STRAITS  PARCO  RETAIL  MANAGEMENT  PTE  LTD
SEIYO  INVESTMENT (S)  PTE  LTD

他関連会社2社

当　社

子会社  3社
関連会社2社

専門店事業

  衣料品、雑貨等の販売

  書籍の販売

  ＣＤ等の販売

  理美容店の経営

  飲食店の経営

＜子会社＞

㈱ヌーヴ・エイ

㈱アクロス

㈱リブロ

㈱ウェィヴ

㈱パルコビューティーシステムズ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

㈱パルコフーズ

他子会社3社 子会社 10社
総合空間事業

  内装工事の設計及び施工

  清掃、保安警備、設備保全等の

ビルメンテナンス

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社1社 子会社  2社

カルチャー＆

エンタテインメント等事業

  カルチャースクール等の経営

  ホテルの経営

  インターネットを利用した情報提供

＜子会社＞

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱クレストンホテル

㈱パルコ・シティ

㈱パルコ・ドット・ティーヴィー

他関連会社1社

子会社  ４社

関連会社1社
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       以上のパルコネットワークについての系統図は、次のとおりであります。

   

空間デザイン

内装工事

ビルメンテナンス

当社

＜子会社＞

PARCO (SINGAPORE) PTE LTD
STRAITS PARCO RETAIL
         MANAGEMENT PTE LTD
SEIYO INVESTMENT (S) PTE LTD

他関連会社2 社

ディベロッパー事業

＜子会社＞

㈱ヌーヴ・エイ

㈱アクロス

㈱リブロ

㈱ウェィヴ

㈱パルコビューティーシステムズ

㈱ハーレーダビッドソンシティ

㈱パルコフーズ

他子会社 3 社

専門店事業

＜子会社＞

㈱毎日新聞カルチャーシティ

㈱クレストンホテル

㈱パルコ・シティ

㈱パルコ・ドット・ティーヴィー

他関連会社1 社

＜子会社＞

㈱パルコスペースシステムズ

他子会社 1 社

総合空間事業

ｶﾙﾁｬｰ&ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業

店舗内出店 店舗内出店

業務提携

＜パルコネットワーク＞
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経　営　方　針

（１）経営の基本方針

当社は、「訪れる人々を楽しませ、テナントを成功に導く、先見的、独創的、かつホスピタリティ溢れる商業空間の

創造」を経営理念とし、ショッピングセンターの開発・運営を行っております。

この理念のもと、当社は企業価値の最大化のため「商業ディベロッパー」に経営資源を集中し、①「都市型商業施

設」の開発・運営をコアビジネスとした本業の強化、②ストック型からフロー型経営への転換を原則とした効率経営

の実現、③総資産、有利子負債の圧縮と収益力の強化による財務体質の改善を推進しております。

  また、当社グループは、時代とマーケットの変化を的確に捉えフレキシブルに対応できる企業集団｢パルコネットワ

ーク｣を構成しております。パルコネットワークでは、当社を中心に、各社がそれぞれのマーケット情報を掌握し、緊

密かつ複合的に関連しながら、総体として、都市型商業施設の開発と運営を行い、企業集団の価値を高めていくこと

を基本方針としております。

（２）利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様への利益還元を最重要政策の一つと位置付け、効率的な業務遂行を通じて、収益力の向上、財

務体質の改善など経営基盤の強化に努め、安定的な配当を継続することを基本方針といたしております。

また、内部留保金につきましては、競争力を高め、安定した成長を継続するために設備投資を中心に営業力強化の

ために活用してまいりたいと考えております。

（３）投資単位の引下げについて

当社は、投資家層の拡大を図るとともに、当社株式の流動性を高めていくことを経営上の重要課題と考えておりま

す。投資単位の引下げにつきましては、今後の市場状況、当社株価などを踏まえて検討してまいります。

（４）会社の経営管理組織の整備等に関する施策

平成 14 年 3 月より社外識者の見識を取り入れた透明性の高い経営を目指すとともに、商業施設の開発力・運営力の

向上、即ち当社にとっての収益力の強化と事業規模の拡大を速やかに推進すべく、以下の改訂を行いました。

□　取締役会の活性化、監督機能強化のための取締役会構成人員の最適化

□　業務執行機能強化のための執行役員制度の導入

□　社外諮問委員・社外取締役を含めて構成する指名委員会・報酬委員会・特別諮問会議の設置

□　収益管理責任を持つ｢事業部門｣、事業部門に専門機能を提供する｢機能部門｣への組織再編

□　部長制度を廃し、執行役員を補佐する役職としてのマネジャー制度の導入

（５）その他会社の経営上の重要な事項

　①新株予約権（ストックオプション）の発行

　　平成 14 年 4 月 24 日開催の取締役会並びに平成 14 年 5 月 25 日開催の定時株主総会において、当社の業績向上に対

する意欲や士気を一層高めることを目的とし、新株予約権の発行を決議いたしました。

　　新株予約権の発行内容等については平成 14 年 6 月 28 日開催の取締役会において決議し、同日、当社の取締役、執

行役員及び従業員 403 名に対して新株予約権の権利付与を行いました。

　②自己株式の取得

　　平成 14 年 4 月 24 日開催の取締役会並びに平成 14 年 5 月 25 日開催の定時株主総会において、ストックオプション

の実施等のために自己株式の取得について決議いたしました。

　　平成 14 年 7 月 30 日に 314千株、平成 14 年 8 月 8 日に 700 千株、計 1,014千株の自己株式を取得いたしました。

　③厚木パルコ再編

　　当社は、より効率的な店舗運営による収益力強化を図るために、「厚木パルコ Due（デュエ）館」を閉鎖し「厚木パ

ルコ本館」に機能集約することを当中間期に決定いたしました。この再編に伴い固定資産除却等の特別損失 11 億円の

発生が見込まれますが、この特別損失相当額は年間計画に織り込んでおりましたので通期では業績に与える影響はござ

いません。
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経営成績及び財政状態

（１）経営成績

①業績の概要

当中間期におけるわが国経済は、経済指標の一部に底入れの兆しがでてきたものの、民間設備投資は減少傾向が

継続し、完全失業率は高水準のまま推移するなど景気は本格的な回復には至りませんでした。

小売業界におきましても、個人消費の停滞、消費の二極化の進行などに加えて企業間の競争が激しさを増す厳し

い経営環境が継続いたしました。

このような状況のもと、パルコネットワークにおきましては、各社本業に集中し営業の活性化、財務体質の改善

に努めてまいりました。

この結果、当中間期の売上高は 1,463 億 99 百万円（前年同期比 97.9%）、営業利益は 43 億 54 百万円（前年同期

比 106.3%）、経常利益は 37 億 92 百万円（前年同期比 107.2%）となりました。また、厚生年金基金の代行返上に

よる特別利益及び厚木パルコ再編に伴う固定資産除却損、財務の健全性を高める観点から保有株式の減損等の特別

損失を計上したため、中間純利益は 10 億 7 百万円（前年同期比 112.5%）となりました。

②セグメント別の業績

＜ディベロッパー事業＞

ディベロッパー事業におきましては、「ストアｂｙストア」の方針に沿って徹底したマーケット分析を行い、各店

舗の特性を最優先させた改装並びに営業企画、新規販売企画を展開してまいりました。

昨年より大型改装に着手いたしました札幌パルコは、引き続きレストランフロアの全面リニューアルを実施し、4
月に「DINING PALETTE」をオープンいたしました。「DINING PALETTE」では、新たな食のスタイルを提案す

るとともに、夜 12 時まで営業時間を延長し昼夜を問わないコミュニケーションの場を提供しております。またＢ２

フロアにつきましても全面リニューアルするとともに地下街からの導入通路を刷新いたしました。これらをはじめ

とする当中間期の改装規模は、264 区画 26,500㎡となり、当該区画の売上高前期比は 115.7％となりました。

渋谷パルコでは、レストランフロアのリニューアルに続き、4 月にスペイン坂入口に「ZERO GATE」をオープン

いたしました。「ZERO GATE」は、公園通り・渋谷パルコ全体のゲート的な役割を持ち、「トランスミッター（発

信機）」をテーマとして新しい消費スタイルの提案を行っております。

営業企画としましては、販売強化のための通年ギフトテーマへの取組みとして「何でもない日のプチ･プレゼント」

を新たに提案いたしました。また、日本中を沸かせたワールドカップ関連では、公式商品販売を全国 16 拠点で展開

し、6 月のワールドカップ開催時には売上に大きく貢献をいたしました。

一方、ＰＥＣカードの新たな取組みとして、森観光トラスト株式会社の法人会員制ホテル「ラフォーレ倶楽部」の

会員カードとの提携による「ラフォーレＰＥＣカード≪セゾン≫」を共同で 6 月より募集開始、発行することにより、

更に幅広く顧客を開拓してまいります。なお、ＰＥＣカード会員は当中間期に 7 万 4 千人増加し、累計発行枚数は 148
万 8 千枚となりました。

以上の結果、売上高は 1,209 億 57 百万円（前年同期比 99.8％）、営業利益は 37 億 50 百万円（前年同期比 103.3％）

となりました。

＜専門店事業＞

専門店事業におきましては、当中間期も既存店舗の強化、不採算店の撤退及び新規出店を行い体質の強化に努め

てまいりました。

株式会社パルコフーズは、当社の改装計画の中で同社店舗の撤退を行なってまいりましたが、当中間期で撤退は

完了し、丼専門店「丼八」に事業を集約いたしました。「丼八」事業は平成 14 年 9 月 1 日に株式会社ジェイフーズ

へ営業譲渡し、今後は専業会社として積極的な出店を行ってまいります。

その他の各社につきましても、営業の強化、経営の効率化を継続推進いたしました。

以上の結果、売上高は 263 億 6 百万円（前年同期比 88.1％）、営業利益は 2 億 77 百万円（前年同期比 86.4％）

となりました。

＜総合空間事業＞

総合空間事業におきましては、民間設備投資の減少や受注獲得競争の激化など厳しい状況が継続いたしました。

この事業環境に対応するために平成 14 年 3 月に組織を改訂し、営業体制の強化、コストの圧縮、本部のスリム化

などに努めてまいりました。

以上の結果、売上高は 132 億 87 百万円（前年同期比 91.1％）、営業利益は 1 億 5 百万円（前年同期は営業損失 23
百万円）となりました。
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＜カルチャー＆エンタテインメント等事業＞

カルチャー＆エンタテインメント等事業におきましては、動画配信ビジネスとサイト運営企画・顧客運用ビジネ

スをインターネット関連会社 2 社で行ってまいりましたが、業務の効率化、収益力の増強、提供サービスの一元化

の観点から下半期に株式会社パルコ・シティに統合いたします。今後、株式会社パルコ・シティは動画コンテンツ

制作、配信ノウハウを吸収してインターネット事業において多岐にわたる展開を目指してまいります。

以上の結果、売上高は 17 億 40 百万円（前年同期比 101.8％）、営業損失は 26 百万円となりました。

  （注）セグメント別の業績における売上高には営業収入が含まれております。

　③通期の見通し

今後の経済情勢を展望いたしますと、米国経済等への先行き懸念や国内での不良債権処理、株安などの諸問題か

ら景気回復に向けては依然として不透明な状況が続くなかで、小売業界におきましても、個人消費の一部に底固さ

がでてきたものの、厳しい雇用環境・所得環境から消費マインドは充分に回復するには至らない厳しい経営環境が

継続するものと思われます。

このような状況に対処するため、パルコネットワークは、引き続き積極的な事業活動に取り組んでまいります。

ディベロッパー事業におきましては、マーケットに支持される改装、営業企画、販売企画を徹底し、更なる店舗

運営力の向上を目指します。渋谷パルコでは、「公園通りルネッサンス」をテーマとした改装の第 3 弾として、パー

ト１の公園通り側のメインエントランスを大きく刷新しビルの表情を変えて、この秋から冬にかけて段階的にリニ

ューアルオープンいたします。また、このリニューアルでは渋谷の街の大人に向けた新しいスタイルを提案してま

いります。

専門店事業におきましては、基盤整備を更に進めながら、新規出店及び商品企画力・商品管理力の向上によって

営業力を強化してまいります。

総合空間事業は、環境の変化に柔軟に対応できる経営体質の獲得を目指し、コストコントロール力及び営業競争

力の強化によって経営基盤の再構築を行ってまいります。

カルチャー＆エンタテインメント等事業は、インターネット事業の統合をはじめ基盤の確立に努めてまいります。

　通期の見通しといたしましては、売上高は3,070 億円（前期比 98.8％）、営業利益は 87 億円（前期比 104.5％）、

経常利益は75 億円（前期比105.9％）、当期純利益は24 億円（前期比 97.8％）を見込んでおります。

（２）財政状態

       当中間期末における当社単体の総資産は、前期末に比較して 31 億 40 百万円減少し 1,997 億 6 百万円と 2,000 億

円

     を切る水準にまで圧縮が図られました。また、連結の総資産も前期末に比較して 68 億 12 百万円減少し 2,237 億 49
     百万円となりました。

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益 19 億 96 百万円に、非資金項目とな

る減価償却費や特別損失などを調整し、77 億 71 百万円（前年同期は 61 億 35 百万円）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、店舗新設及び店舗改装による有形固定資産の取得 21 億 22 百万円などに

より、41 億 44 百万円の支出（前年同期は投資有価証券の売却に伴う未収債権の回収 52 億 98 百万円があったため

35 億 63 百万円の収入）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮を進めたことから 43 億 76 百万円の支出（前年同期は

35 億 8 百万円の支出）となりました。なお、有利子負債の残高は前中間期末に比較して 168 億 63 百万円減少し、751
億 79 百万円となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間期末に比較して 107 億 44 百万円減少し、119 億 98
百万円となりました。
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表

                                                                                  （単位　百万円：未満切捨）

前連結会計年度の
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

要約連結貸借対照表

                             期 別

科 目 （ 平成13年  8月31日 ） （ 平成14年  8月31日 ） （ 平成14年  2月28日 ）

（　資産の部　）

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 ２０，５４０ １１，９４０ １２，７５６

受取手形及び営業未収金 １４，４６６ １４，６６１ １５，９７２

有価証券 ２，２９６ ５８ ６５

たな卸資産 １０，２９０ ８，７７３ ９，６８７

前渡金 ４０ ４３ １５９

前払費用 ９１６ ８３２ ８１９

短期貸付金 ６０ ８０ ８４

繰延税金資産 ５７４ ６２１ ６２１

その他 ４，６９３ ３，５５１ １，７９９

貸倒引当金 △８３ △２７ △６２

流動資産合計 ５３，７９７ ４０，５３４ ４１，９０５

Ⅱ 固定資産

 (１) 有形固定資産 ※1

建物及び構築物 ※2 ４２，１６３ ４２，６６０ ４３，６５６

機械装置及び運搬具 ２６４ ２２１ ２４４

器具及び備品 １，３９８ １，３２５ １，４１０

土地 ※2 ４１，３７９ ４１，３６４ ４１，３６４

建設仮勘定 ８１９ ― ３９０

その他 １ ― ―

有形固定資産合計 ８６，０２４ ８５，５７１ ８７，０６６

 (２) 無形固定資産

営業権 ２４１ ― １９３

借地権 １０，９４４ １１，０１５ １０，９４４

連結調整勘定 ８０９ ６１０ ７１１

その他 ８９９ ８０１ ８７８

無形固定資産合計 １２，８９４ １２，４２６ １２，７２８

 (３) 投資その他の資産

投資有価証券 １７，１５３ １６，８８２ １５，８８４

長期貸付金 １，５５６ ２，３９１ ２，４５１

関係会社長期貸付金 ２，６９４ １，６１３ １，６９５

長期前払費用 １，３１１ １，２８０ １，３４４

差入保証金・敷金 ※2 ６１，０２６ ５８，７０７ ６１，８４３

繰延税金資産 ４，６３９ ４，１１４ ５，３８０

その他 ４４４ １，０１４ １，０４６

貸倒引当金 △２０６ △７８９ △７８３

投資その他の資産合計 ８８，６２２ ８５，２１６ ８８，８６２

固定資産合計 １８７，５４１ １８３，２１４ １８８，６５６

Ⅲ 繰延資産

社債発行差金 １６ ― ―

繰延資産合計 １６ ― ―

資産合計 ２４１，３５６ ２２３，７４９ ２３０，５６１
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中 間 連 結 貸 借 対 照 表

                                                                              （単位　百万円：未満切捨）

前連結会計年度の
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

要約連結貸借対照表

                             期 別

科 目 （ 平成13年  8月31日 ） （ 平成14年  8月31日 ） （ 平成14年  2月28日 ）

（　負債の部　）

Ⅰ 流動負債

支払手形及び営業未払金 ２７，８５３ ２９，２６５ ２９，５３９

短期借入金 ※2 ４０，６２２ ３４，２２６ ３６，５６９

未払金 ２，０４３ ２，５３６ ３，１２１

未払法人税等 ３６６ ２９２ ５４２

繰延税金負債 １５ １０ １１

未払費用 １，８６１ １，６１８ １，７２８

賞与引当金 １，２５３ １．１４５ １，１２５

返品調整引当金 １０ １９ ９

単行本在庫調整引当金 ７４ ４９ ７７

一年以内償還社債 ２４，４００ ２，０００ １０，０００

その他 ５，４００ ５，１８１ ４，７９６

流動負債合計 １０３，９０２ ７６，３４７ ８７，５２１

Ⅱ 固定負債

社債 ２，０００ ― ２，０００

 転換社債 ４，２０４ １，３３７ ２，６７４

長期借入金 ※2 ２０，８１６ ３７，６１６ ２８，５８５

繰延税金負債 １２ １７ －

退職給付引当金 ４３２ ６３８ ９２５

役員退職慰労引当金 ６５３ ６００ ７０７

受入保証金 ５３，３９９ ４８，１１４ ５０，６６０

その他 ３３５ １４６ ２４２

固定負債合計 ８１，８５３ ８８，４７０ ８５，７９４

負債合計 １８５，７５６ １６４，８１８ １７３，３１６

（　少数株主持分　）

少数株主持分 ４，６１４ ３，９４６ ４，３２９

（　資　本　の　部　）

Ⅰ 資本金 ２４，４５９ ２５，８９２ ２５，２２４

Ⅱ 資本剰余金 ２３，８８４ ２５，３１８ ２４，６４９

Ⅲ 利益剰余金 ２，１９５ ４，１３２ ３，４６７

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ５５２ ３３０ △３９３

Ⅴ 為替換算調整勘定 △１０４ △１３２ △２０

５０，９８７ ５５，５４０ ５２，９２７

Ⅵ 自己株式 △１ △５５６ △１１

資本合計 ５０，９８５ ５４，９８３ ５２，９１６

負債、少数株主持分及び資本合計 ２４１，３５６ ２２３，７４９ ２３０，５６１
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中 間 連 結 損 益 計 算 書

                                                                             （単位　百万円：未満切捨）

前連結会計年度の
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

要約連結損益計算書

(自平成 13 年 3 月 1 日 (自平成 14 年 3 月 1 日 (自平成 13 年 3 月 1 日

                           期 別

科 目

 至平成 13 年 8 月 31
日)

 至平成 14 年 8 月 31
日)

 至平成 14 年 2 月 28
日)

Ⅰ 売上高 １４９，６００ １４６，３９９ ３１０，６２４

Ⅱ 売上原価 １２５，２２５ １２３，４４７ ２６１，０３７

売上総利益 ２４，３７５ ２２，９５２ ４９，５８６
返品調整引当金繰入額 ― ９ ―
返品調整引当金戻入額 １２ ― １３

差引売上総利益 ２４，３８８ ２２，９４２ ４９，６００

Ⅲ 営業収入 ５８２ ８３８ １，３８４

営業総利益 ２４，９７０ ２３，７８１ ５０，９８４
Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※1 ２０，８７４ １９，４２７ ４２，６５９

営業利益 ４，０９６ ４，３５４ ８，３２５
Ⅴ 営業外収益 ５３４ ４３９ １，０２２

受取利息 １１２ ４５ １７６
持分法による投資利益 ８０ ７６ １２２

雑収入 ３４０ ３１６ ７２３
Ⅵ 営業外費用 １，０９３ １，００１ ２，２６５

支払利息 ６４１ ６５０ １，２１０
社債利息 ２５５ ６８ ４７２

社債発行差金償却 １６ ― ３３
雑支出 １７９ ２８２ ５４８

経常利益 ３，５３６ ３，７９２ ７，０８２

Ⅶ 特別利益 ４５６ ５４０ １，１１１
投資有価証券売却益 ２５ ― ４５２
貸倒引当金戻入益 ９０ ２４ １２４

買取請求和解金 ３２０ ― ５３３
厚生年金基金代行部分返上益 ― ３８３ ―

その他 ２０ １３２ ―
Ⅷ 特別損失 ２，１５３ ２，３３６ ４，５０５

固定資産売却損 ２ ― ２０
固定資産除却損 ５６６ １，５５４ １，３５５
投資有価証券評価損 １，３１９ ５４８ １，６３３

ゴルフ会員権評価損 １２１ ― １２２
貸倒引当金繰入額 ― ― ５７９

その他 １４２ ２３４ ７９４

税金等調整前中間（当期）純利益 １，８４０ １，９９６ ３，６８８
法人税､住民税及び事業税 ２０９ ２４１ ５９８

法人税等調整額 ７３３ ７０８ ６３９
少数株主利益又は少数株主損失（△） ２ ３９ △４

中間（当期）純利益 ８９５ １，００７ ２，４５４
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中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

                                                                                 （単位　百万円：未満切捨）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

(自平成 13 年 3 月 1 日 (自平成 14 年 3 月 1 日 (自平成 13 年 3 月 1 日

                           期 別

科 目  至平成 13 年 8 月 31
日)

 至平成 14 年 8 月 31
日)

 至平成 14 年 2 月 28
日)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ２１，２１８ ２４，６４９ ２１，２１８

Ⅱ 資本剰余金増加高 ２，６６６ ６６８ ３，４３１

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残

高

２３，８８４ ２５，３１８ ２４，６４９

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 １，５２５ ３，４６７ １，５２５

Ⅱ 利益剰余金増加高 ８９５ １，００７ ２，４５４

中間（当期）純利益 ８９５ １，００７ ２，４５４

Ⅲ 利益剰余金減少高 ２２４ ３４１ ５１２

配当金 ２２４ ３０１ ５１１

役員賞与 ０ ４０ ０

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残

高

２，１９５ ４，１３２ ３，４６７
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中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

         （単位　百万円：未満切捨）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書
(自平成 13 年 3 月 1 日 (自平成 14 年 3 月 1 日 (自平成 13 年 3 月 1 日

                     期 別

科 目   至平成 13 年 8 月 31 日)   至平成 14 年 8 月 31 日)  至平成 14 年 2 月 28
日)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 1,840 1,996 3,688

減価償却費 2,135 2,190 4,435

連結調整勘定償却額 97 107 192

社債発行差金償却 16 － 33

貸倒引当金の増減額 △87 △29 469

賞与引当金の増減額 24 22 △102

返品調整引当金の増減額 △12 9 △13

単行本在庫調整引当金の増減額 △43 △27 △41

退職給与引当金の増減額 △103 － △103

退職給付引当金の増減額 432 △283 928

役員退職慰労引当金の増減額 △161 △106 △107

受取利息及び受取配当金 △153 △88 △218

支払利息 897 719 1,683

持分法による投資利益 △80 △76 △122

固定資産売却損及び除却損 245 1,147 749

有価証券・投資有価証券売却損益 △25 － △436

投資有価証券評価損 1,319 548 1,633

売上債権の増減額 3,797 984 1,903

たな卸資産の増減額 △275 893 326

仕入債務の増減額 △3,108 △242 △1,423

その他の資産及び負債の増減額 1,147 792 610

その他 40 364 △20

小計 7,938 8,922 14,065

利息及び配当金の受取額 124 102 213

利息の支払額 △902 △804 △1,683

法人税等の支払額 △1,026 △448 △1,251

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,135 7,771 11,344

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,495 △2,122 △4,865

有形固定資産の売却による収入 9 206 96

投資有価証券の取得による支出 △511 △496 △1,677

投資有価証券の売却による収入 64 － 1,093

差入保証金・敷金の差入による支出 △69 △73 △1,799

差入保証金・敷金の返還による収入 1,541 898 1,913

受入保証金の増減額 △1,198 △2,241 △3,919

投資有価証券の売却に伴う未収債権の回収 5,298 － 8,830

その他 △75 △315 △377

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,563 △4,144 △705
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  （単位　百万円：未満切捨）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書
(自平成 13 年 3 月 1 日 (自平成 14 年 3 月 1 日 (自平成 13 年 3 月 1 日

                           期 別

科 目   至平成 13 年 8 月 31 日)   至平成 14 年 8 月 31 日)  至平成 14 年 2 月 28
日)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れの純増減額 △5,029 1,732 △8,899

長期借入れによる収入   2,662 16,947 15,347

長期借入金の返済による支出 △5,275 △11,992 △10,286

社債の償還による支出 △796 △10,000 △14,400

株式の発行による収入 5,332 － 4,536

配当金の支払額 △224 △301 △511

少数株主への配当金の支払額 △18 △28 △18

その他 △159 △735 △232

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,508 △4,376 △14,464

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 15 △1 37

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 6,205 △751 △3,787

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 16,537 12,750 16,537

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 22,742 11,998 12,750
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

     子会社１９社をいずれも連結子会社としております。連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載しております

ので省略いたします。当中間期は１社を株式取得により連結の範囲に含め、また１社を売却により連結の範囲か

ら除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

     関連会社３社はいずれも持分法を適用しております。

     主要な持分法適用会社名   BCH RETAIL INVESTMENT PTE LTD、

                              BCH OFFICE INVESTMENT PTE LTD

     持分法の適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期間に

係る財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

     連結子会社のうち、PARCO (SINGAPORE) PTE LTD 他５社の中間決算日は、6 月 30 日であります。中間連結財務諸

表を作成するにあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

    ①有価証券

      その他有価証券

        時価のあるもの……中間決算日の市場価格等に基づく時価法

        （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

        時価のないもの……移動平均法による原価法

    ②たな卸資産

      主として売価還元法による原価法

（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

     ①有形固定資産  建物及び構築物（建物附属設備及び構築物は除く）

                         ……主として定額法

                     その他の有形固定資産

                         ……主として定率法

     ②無形固定資産  定額法

                     なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）

                     に基づく定額法を採用しております。

     ③長期前払費用  定額法

（３） 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

       金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による算定額を、貸倒懸

       念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

     ②賞与引当金

       従業員に対する賞与の支払いに備えるため、主として支給見込額に基づき計上しております。

     ③退職給付引当金

       従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

       額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

       なお、会計基準変更時差異については、15 年による按分額を費用処理しております。

       数理計算上の差異は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として

       12 年）による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
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     ④役員退職慰労引当金

       役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、主として役員退任慰労金規程に基づく中間期末要支給額を計

上しております。

     ⑤返品調整引当金

       当中間連結会計期間末以降に発生が予測される返品による損失に備えるため、税法の規定による損金

       算入限度相当額を計上しております。

     ⑥単行本在庫調整引当金

       出版後一定期間を経過した単行本について売れ残り在庫の発生による損失に備えるため、税法の規定

       による損金算入限度相当額を計上しております。

（４） 重要なリース取引の処理方法

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５） その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

     消費税等の会計処理

      消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用しております。

   ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。

追 加 情 報

（中間連結貸借対照表）

   当中間連結会計期間より「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（平

成 14 年 3 月 26 日内閣府令第 12 号）附則第 2 項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、資本剰余金、利益剰余金及

びその他の科目をもって掲記しております。なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については改正後の表示区分

に組替えております。

（中間連結剰余金計算書）

   当中間連結会計期間より「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（平

成 14 年 3 月 26 日内閣府令第 12 号）附則第 2 項ただし書きに基づき、資本剰余金の部及び利益剰余金の部に区分して掲

記しております。なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については改正後の表示区分に組替えております。

（厚生年金基金の代行部分の返上）

  当社グループは、確定給付企業年金法の施行に伴い、セゾングループ厚生年金基金の代行部分について、平成 14 年 4
月 23 日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

  当社グループは「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号）第

47－2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅

したものとみなして処理しております。

  当中間連結会計期間末における返還相当額は、5,241百万円であります。
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注 記 事 項

                                                                        (単位 百万円：未満切捨)
（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

５６，８１８百万円 ５８，３９０百万円 ５７，６８７百万円

※２．担保に供している資産

   建物

   

    

  ４，４８８百万円

   

   

  ４，０６１百万円

   

   

  ５，８２０百万円

   土地   ２，７２３百万円   ４，４４５百万円   ５，１２８百万円

   差入保証金・敷金         ６２百万円           ６百万円           ６百万円

＊上記に対応する債務

   短期借入金   １，４６０百万円       ３８８百万円   １，４８７百万円

   長期借入金   ２，５４０百万円   ３，０８６百万円   ３，２８０百万円

３．偶発債務

                 

― ― 社債の債務履行引受

契約に係る偶発債務

  ９，７００百万円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

※１．販売費及び一般管理費の

      主なもの

   貸倒引当金繰入額 ３百万円 ０百万円 ２百万円

   従業員給料 ５，１８９百万円 ４，７２９百万円 １０，４８０百万円

   賞与引当金繰入額 ９９５百万円 ９１２百万円 １，０３７百万円

   役員退職慰労引当金繰入額 ６９百万円 ８７百万円 １４６百万円

   借地借家料 ５，８４３百万円 ５，９０１百万円 １１，７７９百万円

   単行本在庫調整引当金繰入額 △４３百万円 △２７百万円 △４１百万円

   減価償却費 ２，１００百万円 ２，１３７百万円 ４，３３３百万円

   共益費戻入 △３，１８４百万円 △３，２８２百万円 △６，４１７百万円

    （中間連結キャッシュ･フロー計算書関係）

        
     現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

現金及び預金 ２０，５４０百万円 １１，９４０百万円 １２，７５６百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △６５百万円 ―百万円 △７１百万円

有価証券   ２，２６６百万円         ５８百万円         ６５百万円

現金及び現金同等物の中間期末( 期末) 残高 ２２，７４２百万円 １１，９９８百万円 １２，７５０百万円
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リース取引関係

                                                                              (単位  百万円：未満切捨)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

                                                                    

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度         
取得価額

相当額

減価償却累計額

相当額

中間期末

残高相当額

取得価額

相当額

減価償却累計額

相当額

中間期末

残高相当額

取得価額

相当額

減価償却累計額

相当額

期末

残高相当額

建物及び構築物  246     185 　　61 178 153 24 186 143 42

器具及び備品  3,780  2,152  1,628 3,047 1,669 1,378 3,667 2,168 1,499

その他     477     198     278 463 229 234 455 198 256

合　　　計  4,504 2,536 1,968 3,690 2,053 1,636 4,309 2,510 1,798

（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度         

          １　年　内 ７８９百万円 ６０５百万円 ６８８百万円

          １　年　超 １，２３３百万円 １，０７６百万円 １，１６０百万円

          合　　　計 ２，０２３百万円 １，６８１百万円 １，８４９百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度         

       支払リース料 　４９２百万円 ４１１百万円 ９５６百万円

       減価償却費相当額 ４５７百万円 ３８４百万円 ８９４百万円

       支払利息相当額 ２３百万円 ２０百万円 ４５百万円

　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  （５）利息相当額の算定方法

        リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

        利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

    未経過リース料

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度         

          １　年　内        ２百万円 ０百万円 ２百万円

          １　年　超 　    ０百万円        ―百万円        ―百万円

          合　　　計 ３百万円 ０百万円 ２百万円
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有 価 証 券 関 係

  １． その他有価証券で時価のあるもの

             （単位　百万円：未満切捨）

前中間連結会計期間

（平成 13 年 8 月 31 日現在）

当中間連結会計期間

（平成 14 年 8 月 31 日現在）

前連結会計年度

（平成 14 年 2 月 28 日現在）

取得原価
中間連結貸借

対照表計上額 差額 取得原価
中間連結貸借

対照表計上額 差額 取得原価
連結貸借対

照表計上額 差額

(１) 株式

(２) 債券

(３) その他

6,807

50

23

7,893

50

16

1,085

0

△7

6,225

20

23

6,813

20

17

588

0

△6

5,980

20

23

5,315

20

20

△665

0

△3

合計 6,881 7,959 1,079 6,268 6,850 582 6,024 5,355 △668

２．時価評価されていない主な有価証券

                        （単位　百万円：未満切捨）

前中間連結会計期間

（平成 13 年 8 月 31 日現在）

当中間連結会計期間

（平成 14 年 8 月 31 日現在）

前連結会計年度

（平成 14 年 2 月 28 日現在）

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

   非上場株式

   ﾏﾈｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌｧﾝﾄﾞ

  
９，２２４

２，２６６

１０，０３１

５８

  
１０，５２８

６５

デリバティブ取引関係

前中間連結会計期間（平成 13 年 8 月 31 日現在）

  当中間連結会計期間より「金融商品に係る会計基準」を適用し、デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用さ

れておりますので、注記の対象から除外しております。

当中間連結会計期間（平成 14 年 8 月 31 日現在）

  該当事項は、ありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。

前連結会計年度（平成 14 年 2 月 28 日現在）

  該当事項は、ありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。
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セグメント情報

１. 事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成13 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 8 月 31 日）      (単位 百万円：未満切捨)

ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業
専門店事業

総 合 空 間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーｴﾝﾀﾃｲ

ﾝﾒﾝﾄ等事業
計 消去又は全社 連結

売　上　高

（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高

120,873

317

17,691

12,176

10,256

4,323

1,362

347

150,183

17,164

－

(17,164)

150,183

－

計 121,191 29,867 14,579 1,709 167,347 (17,164) 150,183

営 業 費 用     117,561 29,546 14,602 1,711 163,420 (17,333) 146,086

営業利益又は営業損失(△) 3,630 321 △23 △1 3,926 169 4,096

  (注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

      ２．各事業区分の主要な内容

  (1)ディベロッパー事業･･･････ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

  (2)専門店事業･･･････････････衣料品・雑貨・書籍・ＣＤ等の販売、飲食・理美容店の経営

  (3)総合空間事業･････････････内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテナンス

  (4)ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業･･･カルチャースクール等の経営、インターネットを利用した情報提供、

                              ホテルの経営

３． 売上高には、営業収入が含まれております。

当中間連結会計期間（自　平成14 年 3 月 1 日　至　平成 14 年 8 月 31 日）      (単位 百万円：未満切捨)

ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業
専門店事業

総 合 空 間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーｴﾝﾀﾃｲ

ﾝﾒﾝﾄ等事業
計 消去又は全社 連結

売　上　高

（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

120,647

310

17,058

9,247

8,124

5,163

1,408

332

147,238

15,053

－

(15,053)

147,238

－

計 120,957 26,306 13,287 1,740 162,292 (15,053) 147,238

営 業 費 用     117,207 26,028 13,181 1,767 158,184 (15,300) 142,884

営業利益又は営業損失(△) 3,750 277 105 △26 4,107 247 4,354

  (注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

      ２．各事業区分の主要な内容

        (1)ディベロッパー事業･･･…･･ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

        (2)専門店事業･･･････････…･･衣料品・雑貨等の販売、書籍の販売、ＣＤ等の販売、理美容店の経営、飲

                            食店の経営

        (3)総合空間事業･･････………･内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテナンス

      (4)ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業…･カルチャースクール等の経営、ホテルの経営、インターネットを利用した

                               情報提供

      ３．売上高には、営業収入が含まれております。
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前 連 結 会 計 年 度         （自　平成 13 年 3 月 1 日　至　平成 14 年 2 月 28 日）      (単位 百万円：未満切捨)

ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ

事業
専門店事業

総 合 空 間     

事業

ｶﾙﾁｬ &ーｴﾝﾀﾃｲ

ﾝﾒﾝﾄ等事業
計 消去又は全社 連結

売　上　高
（1）外部顧客に対する売上高

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高

249,608

709

35,587

22,952

23,956

10,351

2,856

699

312,008

34,712

－

(34,712)

312,008

－

計 250,318 58,539 34,307 3,555 346,721 (34,712) 312,008

営 業 費 用     243,430 58,001 33,856 3,587 338,875 (35,192) 303,683

営業利益又は営業損失(△) 6,888 537 450 △31 7,845 479 8,325

(注)１．事業区分の方法･･････…グループ内の事業展開に基づき区分しております。

    ２．各事業区分の主要な内容

      (1)ディベロッパー事業･･･…･･ショッピングセンターの開発、経営、管理、運営

      (2)専門店事業･･･････････…･･衣料品・雑貨等の販売、書籍の販売、ＣＤ等の販売、理美容店の経営、飲

                            食店の経営

   (3)総合空間事業･･････………･内装工事の設計及び施工、清掃・保安警備・設備保全等のビルメンテナンス

      (4)ｶﾙﾁｬｰ＆ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ等事業…･カルチャースクール等の経営、ホテルの経営、インターネットを利用した

                               情報提供

    ３．売上高には、営業収入が含まれております。

２．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自　平成13 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 8 月 31 日）、当中間連結会計期間（自　平成

14 年 3 月 1 日　至　平成 14 年 8 月 31 日）及び前連結会計年度（自　平成13 年 3 月 1 日　至　平成 14 年

2 月 28 日）

   

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を越えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

前中間連結会計期間（自　平成13 年 3 月 1 日　至　平成 13 年 8 月 31 日）、当中間連結会計期間（自　平成

14 年 3 月 1 日　至　平成 14 年 8 月 31 日）及び前連結会計年度（自　平成13 年 3 月 1 日　至　平成 14 年

2 月 28 日）

  海外売上高が、いずれも連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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販 売 の 状 況

                                                                                   (単位 百万円：未満切捨)

事業の種類別セグメントの名称
前中間連結会計期間
(自平成 13 年 3 月 1 日

 至平成 13 年 8 月 31
日）

当中間連結会計期間
(自平成 14 年 3 月 1 日

 至平成 14 年 8 月 31
日）

前 連 結 会 計 年 度         
(自平成 13 年 3 月 1 日

 至平成 14 年 2 月 28
日）

衣 料 品        

身 回 品        

雑 貨        

食 品        

飲 食        

そ の 他        

49,817

17,062

21,466

5,537

6,581

20,726

50,117

16,047

21,465

5,288

6,936

21,101

107,814

34,131

43,248

11,075

12,963

41,083

ディベロッパー事業

計 121,191 120,957 250,318

専門店事業計 29,867 26,306 58,539

総合空間事業計 14,579 13,287 34,307

カルチャー＆エンタテインメント等事業計 1,709 1,740 3,555

計 167,347 162,292 346,721

消去 (17,164) (15,053) (34,712)

合計 150,183 147,238 312,008

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。


